
沿岸域の環境再生に求められる視点
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東京湾の諸元

東京湾
長さ： 70km
幅： 20km
内湾湾口幅： 7km
海岸延長： 800km
面積： 1400km2

首都圏（1都3県）
面積：14000km2（4%）
人口：3500万人（28%）
工業出荷額：47兆円（18%）



重化学系事業所と供給処理施設

★下水処理場
■海面処分場
▲ゴミ焼却場

●発電所
●精油所
●ガス工場
●製鉄所
●自動車工場
●造船所
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大型船舶の通航
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人々が集う場所

歴史的施設 人工物による快適景観



漁獲量と漁業就業者



沿岸域の水環境問題を改善していくため，内閣府
内閣官房都市再生本部は，H13年12月の第三次決

定で，「海の再生」を都市再生プロジェクトに位置づ
けた．

海上保安庁，国土交通省，環境省，水産庁および
関連地方公共団体等は，H15年3月，「東京湾再生
のための行動計画」を策定した．

行動計画を受け，海の環境を再生するために様々
な取り組みがなされてきた．
H24年度末で「東京湾再生のための行動計画」が作
られてちょうど10年になる．

海の再生プロジェクト



Tokyo Bay Renaissance Project, 28th March 2003 :10 years action plan

東京湾再生会議

幹事会

Represented by Bureau 
Managers of Related 
Ministries and Local 
Governments (30)

Represented by 
Section Chief of 
Related Bureau (30)

Action Plans for Bay 
Renaissance

海の再生プロジェクト Renaissance Projects 

モニタリング分科会
WG3: Monitoring

陸域対策分科会
WG1: Land

海域対策分科会
WG2: Sea

快適に水遊びができ、多くの生物が生息する、快適に水遊びができ、多くの生物が生息する、

親しみやすく美しい「海」を取り戻し、首都圏に親しみやすく美しい「海」を取り戻し、首都圏に
ふさわしい「東京湾」を創出する。ふさわしい「東京湾」を創出する。



モニタリング分科会において東京湾一斉調査の実施が提
言され，H20年に水質一斉調査が開始された．

「関係機関が連携・協働した効率的かつ効果的なモニタリング調
査の体制づくりと実施」に向けての契機とする。

東京湾水質一斉調査の開始

東京湾の全域及び陸域を対象として一斉での調査を通じ、青潮・

貧酸素水塊の分布等を把握することで、東京湾の汚染メカニズ
ムの理解の推進を図る。

多様な主体が協働しモニタリングを実施することにより、国民・流域

住民の東京湾再生への関心を醸成する。

H24年は約150機関が参加し，778点でモニタリング．



透明度調査の開始

透明度はDOや藻

場消長の先行的な
指標．

透明度は計測が
比較的容易．

モニタリング分科
会で議論をし，その
結果，H23年度の東

京湾水質一斉調査
で透明度調査を開
始した．

栄養塩過多

植物プランクトン
の急激な増殖

透明度減少 栄養塩の枯渇

海草・藻類の枯死 分解

生物生息場の消失 ＤＯ減少

湾内環境の悪化
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透明度分布調査結果



透明度の回帰分析
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透明度について

• 透明度の指標性

– 結果だけでなく、「再生のプロセス」を示す指標

• 透明度のデータの特性

– 空間的には滑らかな分布

– 時間による変動が大きい

– 指標性は高いが、観測方法に工夫が必要

• このデータから

– 水際線での透明度の低下が懸念材料

– クロロフィル量や浮遊懸濁物を抑制することが透明度向
上の鍵？



沿岸域の横断的な環境評価
マハゼの利用

沿岸域の横断的・包括的な
環境評価

マハゼの生活史



調査地点

朝潮運河

芝浦

京浜運河

大井

大森

多摩川河口

荒川河口

若洲

東雲運河

お台場

野島水路

●：全長組成分布解析地点
▲：耳石解析地点
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全長組成分布解析の結果
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マハゼ調査の展開

• マハゼの全長組成分布解析や耳石解析に
よって，生息・生育空間のネットワークの強さ
を評価できる可能性がある．

• 今後はこのような指標を利用して，各水域を
横断的・包括的に評価していくことが重要．

• 生態系ネットワークのつながりが弱いと評価
された水域については，どのパスのどのよう
な繋がりが弱いのかを調査分析し，改善に繋
げていくことが重要．



生物共生型護岸への指向

• 人工化された沿岸域において環境を再生して
いくためには，人工水際線を生物の生息場所
として利用していくことが有効な施策となる．

• 老朽化対策と併せて，構造を工夫して生物生
息機能を護岸や防波堤等に付与する．それ
によって生物生息を高めいくことが重要．

アカモク

ワカメ
ツルアラメ

アマモ

水際階段
ブロック

生物共生型護岸のイメージ



東京湾，伊勢・三河湾，大阪湾・・・各湾において１５地点ずつ
苫小牧港，秋田港，新潟港，舞鶴港，洞海湾・・・各港湾域において１地点ずつ

T-P7

T-P6

T-P1

T-P2

T-P3

T-P4

T-P5

T-P8 T-P9
T-P10

T-P11

T-P12

T-P13
T-P14

T-P15

現地調査の調査地点

東京湾

東京湾

伊勢・三河湾
大阪湾

苫小牧港

秋田港

新潟港

舞鶴港

洞海湾

15調査地点

1調査地点
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生息生物の種類数に対して波高は重要なパラメータ．
波高が小さい方が，種類数に対しては有利．

波高(m)



 湾域の生物ネットワークが広域的な多様度を支配し，水深およ
び波高が群集構造を，水質や干出頻度，温度・塩分変化，光環
境などが種組成を支配している．

 海域の生物ネットワークの現状や緯度勾配に起因する種の多
様度を把握し，ターゲットとする生物の種組成を想定することが
必要．

 波高に着目し，場所の選定や波向きに配慮することが重要であ
る．

 構造物が複雑な構造になるほど，支配的となる環境要因も複雑
になるため，種組成を支配する環境要因，群集構造を支配する
支配要因についてモデル化をさらに進めていくことが必要．

生物共生型護岸ための技術開発



海洋レーダー

2．漂流ゴミ回収事業 3．波浪観測

H24.9.17 2:00 台風16号通過時の波高各環境情報センターから
の配信

短波帯の電波を海面に照射し，その共鳴散乱波を計測すること
により，海面の状態を知ることができる．

1．環境モニタリング



日本では約50局の海洋レーダーが運用されているものの，実験局としての免
許しか付与されない不安定な状況．
実用免許の取得には，国際ルールを世界無線会議で改訂することが必要．

日本は，米国，フランスなどの海洋レーダー推進国とともに改訂作業に参加．
アジア太平洋準備会合での海洋レーダー関連議題コーディネイターを務めた．
WRC12において，海洋レーダへの周波数分配が確定．現在，国内の技術基
準の策定を行っている．

海洋レーダー（国総研所有機：全国移動局） 無線通信規則

ＷＲＣ 1500人の全体会議

ＷＲＣ 30人のアジア・太平洋地域会合

海洋レーダーの周波数割り当て



東京湾の漂流ゴミ
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海洋レーダデータを利用したゴミ流入量計算

① 東京湾の回収実績の整理 １．回収実績の整理
２．表層流速の計算

回収時刻
回収位置
回収量

⑤ 河川からの流入量の計算

③ 一般海域への流入源の推定

④ 一般海域への流入量の推定

② 表層流速の計算

３．一般海域への流入源の推定

回収時刻
回収位置

４．一般海域への流入量の推定

回収時刻
回収位置
回収量

推定量

５．河川からの流入量の計算

河川からの流入量



東京湾におけるゴミフロー

河川

一般海域

東京湾

港湾区域

港湾管理者
回収量

国土交通省
回収量

湾外

海底沈降量
海底沈降量

河川からの
流入量 一般海域へ

の流入量

湾外への
流出量

ゴミ収支解析結果

○他年度データ解析，○海底沈降量見積もり
○ゴミ回収事業の効率化の検討，○予測システム改良

考慮していない

河口と行政海域の位置関係
176t(39.5%)

445t
269t(60.4%)?



海の再生の方向性

国家財政の
厳しい状況

港湾施設の
多目的利用

• 生物共生護岸
• 生物共生防波堤

浚渫土・リサイクル材
等の有効活用

• 干潟・藻場造成
• 深堀跡の解消
• 底質の改善

環境・生態系の
積極的な活用

• 風景に和む
• 釣りや潮干狩り
• 漁業生産の向上
• 経済に結びつける

多様な主体の協働

• 実力をベースにし
た緩やかな連帯

水質の効率的改善

• ゴミ回収
• 流入負荷の制御



２つの目標

全体的な目標

実施の目標

 問題の構造が複雑
 情報が少ない
 不確定要素が多い

 高めの目標を設定
することになる

 内容が具体的

 各種の制約を具体
的に考慮できる

 現実的な目標を設
定することになる

全体的な目標と
実施の目標 を
少し切り離して

考える



■END■


